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まず、前提となる知見を整理し (本稿 2 乃至 4)、若干の分析と検討を述









































( 3 ) 打ち合わせを通し法律家はこの種の実践的な手段に慣れ、調査会社はこの種領域の業務
拡大がはかれる。この点につき小野昌延「商標事件におけるアンケート調査 ――混同の
おそれの調査を中心として――」牧野利秋判事退官記念・知的財産法と現代社会 423頁、
















① 社会調査の方法 (技法や統計的処理) の知識
② 調査のスケジュール












































( 4 ) 商標審査基準［改訂第 12版］の第 2 の 2 の (2) 及び (3)、第 3 の三の 4 の (1) 及び
(2)、第 7の一の 8の (4)。










→不競法 2条 1項 1 号・2 号／商標法 4条 1項 10 号・19号／同 7
条の 2第 1項／同 32条 1項／同 64条 1項・2項
② 普通名称化調査 (Genericism Surveys)
→不競法 19条 1項 1 号、商標法 3条 1項 1 号・2 号／同 26条 1項
2 号・3号
③ セカンダリーミーニング調査 (Secondary Meaning Surveys)
→商品表示性 (識別力調査) ／商標法 3条 2項
④ 誤認混同調査 (Likelihood of Confusion Surveys)
→不競法 2条 1項 1 号・2 号／商標の類似性 (商標法 37条)、同法











( 6 ) 知財高判 H22・11・16 ヤクルト容器立体商標事件における容器形状のセカンダリー
ミーニング調査に対し特許庁からの他と選別できるかという誤認混同に関する反論 (同知















。FAX 配布 FAX 回収
法も利用される。
イ 電話 電話調査法 (telephone survey) で、調査員が調査対象者
宅に電話をかけ、質問を読み上げ、対象者の口頭による回答を調査
員が調査票に記入する他記式 (interviewer administration) である。
面識のない者からの突然の電話で回答時間の限界との関係から質問
量 (5〜10 分程度) を考えて設計する必要がある。










(2) インターネット (ウェブ) 調査
活用すべき有力な調査手法の 1つである。調査会社が募集するモニター
に対して行う「クローズド型」と不特定の閲覧者に調査協力を求める
( 7 ) ハガキは、スペースとの関係から質問量は多くなく、「問い」も簡単なものに限られる。
「周知・著名性の認知度調査」か、「誤認混同調査」の中の後記「連想調査」か
「Eveready調査」に類する方法に実際上は限られてくる。
( 8 ) これら (ｱ) (ｲ) の調査には、不適格な利害関係が入り込まないなど調査地点によるバ
イアスのない立地の会場の確保、集中的な実査期間の確保と調査員の手配など相当な費用
がかかる。低廉に提出したい実務の関心事からは、この調査法は、ケースを選びクライエ
ントの理解が不可欠である。 (ｱ) の調査によったものに例えば神戸地判 H9・7・16／同



























a ．それなりの業者を選ぶ必要がある (東京圏と大阪圏でも 2-1(2)で
( 9 ) 調査対象のサンプル (標本) がどこの誰かが明確に判明していることが証拠の信用性を
高める。もっともモニターが商品の購入者や懸賞等の応募者あるいは公募によったものは
避けるべきであろう。
(10) 回収率を加味してサンプル (標本) 数を設定するが、悉皆調査でないサンプル (標本)
調査では、調査票が回収されたサンプル (標本) の特性と、回収不能となったサンプル
(標本) の特性の間に差がなければ、回収サンプル (標本) が少なくてもデータから母集



































的財産政策学研究 20 号 235頁 (2008年)
300 (750)
ア 調査方法










会社によって 20 の都市で 514人の男性と 517人の女性に質問して行
われた。
(ｲ) ｢シボレー (Chevrolet)」が「商標 (ブランド brand name)」で、
「自動車 (automobile)」が「普通名称 (一般名称 common name)」
であることを理解させた上で、次の 8 つのベンチマーク (bench-
mark) 標章で回答を求めた (上記の□□□に下記 STPなどの名称
が入る)。
イ 調査結果
名 称 商標 (%) 一般名 (%) わからない (%)
STP 90 5 5
THERMOS 51 46 3
MARGARINE 9 91 1
TEFLON 68 31 2
JELLO 75 25 1
REFRIGERATOR 6 94 −
ASPIRIN 13 86 −
COKE 75 24 −
(ｱ) ここで調査したいのは、「TEFLON (テフロン)」が識別力を有し
ているブランドか普通名称化した一般名称かという点である。











ウ 8つのベンチマーク (benchmark) 標章の中味






















(12) McCarthy, Trademarks and Unfair Competition § 12.02〔B〕Teflon Surveys
302 (752)
｢STP」は突出し、他のものも 70% 以上で「商標 (ブランド brand
name)」と回答した者の割合が高い。
③ グループ

















(ｲ) 特徴 2 は、①グループに近ければ、普通名称と評価。②グループ
に近ければ商標と評価でき、単独調査に比して比較参照するベンチ
マークがあるという点が指摘されている。
















(a) Exxon (エクソン) 調査
(b) Squirt (スクワート) 調査
(B) Eveready (エヴァレディー) 調査
(C) Line-up調査



















とアンケート調査」知的財産研究所設立 5周年記念・知的財産の潮流 34〜65頁 (1995年)
(15) 前掲・井上相談Ⅰ 252頁乃至 255頁
304 (754)
(3) Line-up調査
Ⅰ Line-up の画面提示のその 1の方法
1 C表示商品を見せる
2 A C´ D E F各商品の陳列を見せる
3 2番目に見た個々の商品につき、「これは、最初 (1番目) に見た
商品と同じ会社によって製造されたものか」と質問
Ⅱ Line-up の画面提示のその 2の方法
1 A B C D E各商品の陳列を見せる
2 A C´ D E F各商品の陳列を見せる
3 2番目に見た商品群に 1番目と同じ商品があったかとABCDEの
個別の各商品を提示して質問




イ この調査は、C´ 商品を単独で提示せず、C商品または C´ 商品の
いずれか一方を含む、複数の商品群を被験者に見せ、C商品を見せら













(16) Itamar Simonson, The Effect of Survey Method on Likelihood of Confusion Estimates :









ウ 被疑侵害商品甲´ (例えば、WANASONICや RONEX) とこれと























(17) Simonson、注 16 の 388 頁で応答者の選択の評価の分析から混同が間接的に推論できる
という点が、この手法の強さ (strength) であるが、主要な潜在的限界 (main potential
limitation) でもあると述べている。





































(20) 例えば、大阪地判 H19・1・30 ROYAL MILK TEA事件は、「meito」と付されていた
が目立つものではなかった。
(21) 大阪地判 H12・7・11 スーパーバンド事件は、パッケージ上の表示・デザイン全体を商
標登録していた事案である。
(22) 前掲 Sake Cup事件、大阪高判 H19・10・11 正露丸 (甲) 事件、東京地判 H13・6・15



























ケート調査 (survey evidence) は極めて重要な立証手段と考えられてい
(23) 前掲ヤクルト容器立体商標事件は、遡る 9年前の乳酸菌容器事件 (東京高判平成 13年






ついて、登録可能性の認定が従前の裁判例 (東京高判 H12・12・21 筆記具事件、東京高判
H13・12・28釣竿用導糸環事件、東京高判 H15・8・29ウィスキー瓶事件など) から緩や




































(25) 1960年代に研究が進んだ。実務家が著したものに単行本として James T. Berger & R.
Mark Halligan, TRADEMARK SURVEYS 2015 : A Litigatorʼs Guide. Lexis Nexis ／加除式
として Phyllis J. Welter, Trademark Surveys CBC等がある。
(26) 前掲・小野牧野判事退官記念 435頁、438 頁は、証拠評価をする場合、アンケートの調
査の意義を正確に理解し、調査方法の妥当性を評価することが裁判官に要求されると指摘
する。
(27) ｢裁判所と日弁連知的財産センターとの意見交換会 (平成 22年度)」判タ 1348号 17頁
の意見交換において、裁判所側からその可能性が示唆されている。
↗
(28) 大阪地方裁判所第 21・26民事部と大阪弁護士会知的財産委員会との協議会 (2010年



































(29) 前掲・井上相談Ⅰ 248 頁も同趣旨を述べる。もっとも、微妙な事案ではアンケートを
証拠として提出される相手側からは、協力も了解も得にくい。また、裁判所からするとア
ンケート調査の専門家の関与なく主催するのはむつかしいのが現状のように思われる。



























































(3) 日本でのベンチマーク (benchmark) 標章










(34) この点の評価問題につき、注 6 のヤクルト容器立体商標事件を参照。
























(1) 第 1 の画面での提示と質問






(2) 第 2 の画面での提示と質問
次に A D E C´ Fの各商品を提示
第 1の画面と第 2の画面の商品群に両方含まれている商品と片方にだけ

















含まれる商品を適宜とりまぜる。不自然に Cと C´ に意識が集中しないよ
うにする為である。また、Cと C´ の全体の中での並ぶ順番の位置も変え
る。同じ位置では誘導的な質問態様との批判を避ける為である。






























テストグループ 1：甲´ 乙から選択 〇〇〇名














































(42) サンプル (標本) に人為的操作を加えないようにする。この点、前掲 Sake Cup事件。
(43) 提出されたものから補助質問の回答を再分析し、被験者の応答のカテゴライジングを
「網羅性」と「相互排他性」をもって処理できているかを相手方はチェックすることにな
る。
316 (766)
